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１ 計画策定の背景と趣旨

全国では、少子化・核家族化の進行や地域社会における繋がりの希薄化が進み、家庭

や地域における子育て機能が低下しており、さらには子育てに不安や孤立感を抱いてい

る親の増加など、子育てを取り巻く環境は大きく変化しています。

このことから、平成１５年７月に「次世代育成支援対策推進法」が制定され、企業や

地方公共団体が子育て支援などの対策について、今後１０年間を前期と後期に分け集約

的・計画的に取り組むこととなり、本市においては「豊かな自然とあたたかい地域に見

守られ、親と子が健やかで心豊かに育つまち」を基本理念とした「根室市次世代育成支

援対策行動計画」を平成１７年３月に前期計画（平成１７年度から平成２１年度）、平成

２２年３月に後期計画（平成２２年度から平成２６年度）を策定し、子育て支援などの

対策を推進してきました。

しかし、人口減少社会が本格化するなか、大都市での保育における待機児童の問題や、

増加する児童虐待の問題など、子どもを生み育てるためのサポートが強く求められてお

り、国と地域を挙げて子育てを支援する、新しい支え合いの仕組みを構築し、総合的に

推進することが必要となっています。

こうしたなか、平成２４年８月に「子ども･子育て支援法」をはじめとする「子ども・

子育て関連３法」が公布され、平成２７年度から５年を一期とする、教育・保育及び地

域子ども・子育て支援事業の供給体制の確保など、国の基本指針に基づき地域に即した

「市町村子ども・子育て支援事業計画」の策定が義務化されました。

こうした状況を踏まえ、根室市の子どもたちが健やかに成長することができる環境の

確保のため、新たな制度での子ども及びその保護者に必要な支援と質の高い幼児期の教

育・保育の提供など、子ども・子育て支援を、より一層推進するため「根室市子ども・

子育て支援事業計画」を策定するものです。

第１章 計画策定にあたって
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２ 計画の位置付け

「根室市子ども・子育て支援事業計画」は、「根室市次世代育成支援対策行動計画（後

期行動計画）」での関連・共通する施策の目標等について継続して取り組み、また母子保

健分野も踏襲し、地域環境や多様化するニーズに即した地域子育て支援事業等を総合的

かつ計画的に進めるため、子ども・子育て支援法第６１条に定める市町村計画として位

置付けます。

３ 計画の期間

この計画の期間は、平成２７年度から平成３１年度までの５年間とします。

平成３２年度以降は、国等の動向を踏まえ、対応することとします。

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

根室市次世代育成支援対策

行動計画（後期行動計画）

根室市次世代育成支援対策

行動計画

根室市子ども・子育て支援

事業計画
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１ 地域の現状

(1) 人口・少子化の現状

平成２年の根室市の人口は３６，９１２人（１２，１６８世帯）でありましたが年々

減少し、２０年後の平成２２年の調査では２９，２０１人（１１，８９７世帯）とつ

いに３万人を割っています。人口全体の減少率は２０．９％となり、世帯数について

も、１世帯あたりの人数が３．０３人から２．４５人と減少しており、過疎化ととも

に一人暮らしの高齢者が増えるなど核家族化が進んでいます。

■ 世帯数及び 1 世帯当たり人員の推移 （単位：人・世帯）

※国勢調査資料

第２章 根室市の現状

区 分 平成 2 年 平成 7 年 平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年

総 人 口 36,912 34,934 33,150 31,202 29,201

世 帯 数 12,168 12,148 12,222 12,173 11,897

１世帯あたりの人員 3.03 2.88 2.71 2.56 2.45
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一方、年少人口（０～１４歳）においても７，３４２人から３，５６５人となって

おり減少率は５１．４％と急激に少子化が進んでいます。この要因としては人口の減

少とともに、出生数も減少し平成２年では４４５人でしたが、徐々に減少し、平成２

２年では１７６人となり、死亡数を下回る状況となっています。

このような子どもの減少は、地域活力の低下や労働力の低下、また、核家族化や地

域のつながりの希薄化など、子育て家庭の環境が変化することにより、出産や子育て

に関する親の身体的・肉体的負担の増加が懸念されます。

■ 総人口と年少人口の推移 （単位：人・％）

※国勢調査資料

■ 出生数・死亡数等の推移 （単位：人）

※市民環境課資料

△400

△200

0

200

400

600

H2 H7 H12 H17 H22

△300

△200

△100

0

100

200

300

出生数

死亡数

増減数

区 分 平成 2 年 平成 7 年 平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年

出 生 数 445 354 283 258 176

死 亡 数 263 335 303 332 331

増 減 数 182 19 -20 -74 -155

区 分 平成 2 年 平成 7 年 平成 12 年 平成 17 年 平成 22 年

総 人 口 36,912 34,934 33,150 31,202 29,201

年 少 人 口

（15 歳未満）
7,342 6,023 5,080 4,310 3,565

年少人口割合 19.9 17.2 15.3 13.8 12.2

0 

10,000 

20,000 

30,000 

40,000 

H2 H7 H12 H17 H22

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

総人口

年少人口

（15歳未満）

年少人口割合

(%)(人)

(増減数)(出生数)

(死亡数)
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２ 子育て家庭の現状

(1) 保護者の就労状況

平成２２年の国勢調査によると、根室市の生産年齢人口は１７，８９９人、就業者

数は１３，３１９人（７４．４１％）で、このうち女性の生産年齢人口は９，００９

人であり、就業者数は５，８７０人（６５．１６％）と女性の就業割合についても高

いものとなっています。

根室市子ども・子育て支援アンケート調査の回答においても、父親の７７．２％が

「フルタイム」で就労しており、母親は２４．６％が「フルタイム」、１８．９％が「パ

ート・アルバイト等」の合計４３．５％が就労しています。また、「パート・アルバイ

ト等」と回答した母親のうち、就労継続希望が４５．６％、「フルタイム」への転換希

望が２５．３％となっており、母親の就労志向が高いことがうかがえます。

※根室

※根室市子ども・子育て支援アンケート資料

※根室市子ども・子育て支援アンケート資料

※根室市子ども・子育て支援アンケート資料

父 親 の 就 労 状 況

母親フルタイム転換希望

母 親 の 就 労 状 況

77.2%

0.6%

1.0%

0.0%

0.8%

0.2%

20.2%

0% 50% 100%

フルタイムで就労している

フルタイムで就職しているが休業中

パート・アルバイト等で就労している

パート・アルバイト等で就労しているが休業中

以前は就労していたが現在はしていない

これまでに就労したことがない

無回答

24.6%

5.9%

18.9%

1.4%

37.7%

5.9%

5.7%

0% 10% 20% 30% 40%

フルタイムで就労している

フルタイムで就職しているが休業中

パート・アルバイト等で就労している

パート・アルバイト等で就労しているが休業中

以前は就労していたが現在はしていない

これまでに就労したことがない

無回答

4.9%

20.4%

45.6%

2.9%

26.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

フルタイム転換希望・見込有

フルタイム転換希望・見込無

パートアルバイト就労継続希望

パート等をやめて子育て専念希望

無回答
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(2) 家庭での子育て

アンケート調査の回答では、「子育てを主に行っているのはどなたですか」との設問

に対し、「父母ともに」が６０．５％、「主に母親」が３７．３％となっており、また、

「お子さんの子育て（教育を含む）に日常的にかかわっている方はどなたですか」と

の設問に対し「父母ともに」が６４．０％、「母親」が３２．２％となっています。

この回答結果から、母親のほか、父親の子育てへの関わりも高くあらわれています。

また、「祖父母」の関わりも３０．１％となっており、祖父母が同居または、市内に

住んでいるなどの傾向がうかがえます。

※根室市子ども・子育て支援アンケート資料

※根室市子ども・子育て支援アンケート資料

60.5%

37.3%

0.6%

1.0%

0.4%

0.2%

0% 50% 100%

父母ともに

主に母親

主に父親

主に祖父母

その他

無回答

64.0%

32.2%

1.4%

30.1%

17.3%

19.8%

4.9%

0.6%

0% 20% 40% 60% 80%

父母ともに

母親

父親

祖父母

幼稚園

保育所

その他

無回答

主に子育てを行っている方

子育て（教育を含む）に日常的にかかわっている方
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(3) 子育て支援事業の利用

「子育て相談所ぶらんこ」や「つどいの広場クルクル」についてのアンケート調査

の回答では、その認知度は、「子育て相談所」で７２．７％、「つどいの広場クルクル」

で７３．５％と高い傾向ではあるものの、利用していると回答したのは１２．０％、

利用していないが今後利用したいとの回答は１５．３％と低く、事業の周知方法の工

夫や魅力ある取り組みが必要と考えられます。

近年、子育て相談所では、障がいをもつお子さんの相談や、支援が必要な家庭の対

応も増えてきており、関係機関とも連携した、適切なコーディネイト機能の向上が必

要となっています。

また、子育て支援の一つとして、市立まつもと保育所で実施している一時保育につ

いては、平成２６年度より給食の提供を開始するなど、内容の充実を図っていますが、

今後の利用数の動向やニーズへの対応など、利便性の向上について検討が必要です。

※根室市子ども・子育て支援アンケート資料

72.7%

58.2%

51.3%

39.5%

31.0%

19.6%

47.9%

47.3%

65.4%

73.5%

47.9%

17.5%

31.6%

38.7%

49.9%

58.3%

68.8%

41.7%

41.5%

23.4%

16.3%

40.9%

9.8%

10.2%

10.0%

10.6%

10.6%

11.6%

10.4%

11.2%

11.2%

10.2%

11.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

児童相談（子育て相談所）

ふれあいルーム

ぴよぴよルーム

いっしょに遊ぼう

サンデーパパ

親子で遊ぼう

あそびの広場

子育てサークル支援

一時保育

つどうの広場クルクル

つどいの広場クルクル

各種子育て講座

知っている 知らない 無回答

つどいの広場クルクル

子育て支援事業の認知度
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※根室市子ども・子育て支援アンケート資料

※根室市子ども・子育て支援アンケート資料

12.0%

2.8%

81.7%

5.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している

類似事業を利用している

利用していない

無回答

15.3%

6.7%

59.9%

18.1%

0% 20% 40% 60% 80%

利用していないが今後利用したい

利用しているが今後利用を

増やしたい

新たに利用したり利用日数を

増やしたいとは思わない

無回答

「子育て相談所」や「つどいの広場クルクル」の利用について

今後の利用について
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(4) 放課後教室や留守家庭児童会などの利用

アンケート調査の回答では、「放課後教室等」の認知度は 33.5％、「留守家庭児

童会や登録児童会」の認知度は 22.4％と低く、「放課後教室等」を利用している

と回答したのは 19.3％、「留守家庭児童会や登録児童会」を利用していると回答

したのは 11.2％となっています。

今後、利用したいと回答したのは、「放課後教室等」では 12.3％、「留守家庭児

童会や登録児童会」では 8.7％と低くなっており、周知方法や様々な体験学習など

への取り組みに努める必要があります。

※根室市子ども・子育て支援アンケート資料

※根室市子ども・子育て支援アンケート資料

22.4%

13.6%

11.2%

22.3%

8.7%

21.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

認知（知っている）

いいえ

利用したことがある

いいえ

今後利用したい

いいえ

児童会館・放課後教室・児童教室の認知度

33.5%

1.8%

19.3%

15.1%

12.3%

18.0%

0% 10% 20% 30% 40%

認知（知っている）

いいえ

利用したことがある

いいえ

今後利用したい

いいえ

留守家庭児童会・登録児童会の認知度
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３ 子どもの現状

(1) 保育所（園）などの現状

当市においては、未就学の乳児や幼児が利用する施設として、市立常設保育所４ヵ

所、市立へき地季節保育所２ヵ所、民間常設保育園１ヵ所、合計７ヵ所の保育施設が

あり、民間の幼稚園については３園が運営されています。

幼稚園、保育所（園）の利用状況は、少子化の影響から年々減少傾向にあり、平成

２６年５月現在、０～２歳児の人口５７６人のうち保育所（園）を利用している子ど

もは１００人（１７．４％）となっており、その他の子どもは４７６人（８２．６％）

となっています。

※根室市子ども・子育て支援アンケート資料

一方３～５歳児の人口は５７７人で、このうち保育所（園）利用が２４２人（４１．

９％）、幼稚園利用が２９８人（５１．７％）、その他は３７人（６．４％）となって

おり、幼稚園に通う子どもが多い傾向にあります。

このような数値から、子どもが０～２歳の頃は自宅での子育てが多くを占め、３歳

になる頃から、幼稚園、保育所（園）へ通う傾向が高くなっています。

※根室市子ども・子育て支援アンケート資料

保育所 その他

保育所 幼稚園 その他

100 人（17.4%）

476 人（82.6%）

37 人（6.４%）

298 人（51.７%）

242 人（41.9%）

０～２歳児の状況（計５７６人）

３～５歳児の状況（計５７７人）



11

保育所（園）に通う児童の対応としては、アレルギーや障がいのある児童、支援が

必要な家庭などが増えてきており、多様化するニーズへの適切な対応が必要となって

います。

保育所（園）や幼稚園を利用する保護者の視点として、アンケート調査の回答から

解ることは、「お子さんの子育て（教育含む）に、もっとも影響すると思われる環境全

てに○をつけてください（複数回答）」との設問に対し、家庭が９６．１％、幼稚園が

３８．１％、保育所が３４．２％となっていることから保護者は、家庭はもちろんの

こと、幼稚園や保育施設の環境を重視していることがわかります。

※根室市子ども・子育て支援アンケート資料

(2) 留守家庭児童会などの登録状況

4 つの留守家庭児童会（１年生から３年生）に登録し利用している児童は、平成

26 年 5 月現在 180 人、登録児童会に登録し利用している児童は 52 人となって

おり、アンケート調査の回答では、留守家庭児童会の利用日数は、週 5 日が最も

多く 63.5％、登録児童会の利用日数も週 5 日が最も多く 42.9％となっており、

登録している児童の多くは、毎日のように留守家庭児童会や登録児童会を利用して

いることがうかがえます。

※根室市子ども・子育て支援アンケート資料 ※根室市子ども・子育て支援アンケート資料

1.9%

1.9%

7.7%

11.5%

63.5%

13.5%

0.0%

0% 50% 100%

週1日くらい

週2日くらい

週3日くらい

週4日くらい

週5日くらい

週6日くらい

週7日くらい

0.0%

28.6%

0.0%

0.0%

42.9%

28.5%

0.0%

0% 50%

週1日くらい

週2日くらい

週3日くらい

週4日くらい

週5日くらい

週6日くらい

週7日くらい

留守家庭児童会の利用 歯舞・花咲港登録児童会の利用

子育て（教育を含む）にもっとも影響する環境

96.1%

25.0%

38.1%

34.2%

2.0%

0.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家庭

地域

幼稚園

保育所

その他

無回答
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４ 母子保健の現状

(1) 低出生体重児の状況

出生数中の低出生体重児の割合は増減を繰り返していますが、全道・全国と比べて

高い傾向にあります。低体重の出生は、健康や心身の発達に影響が及ぶ事があり、親

にとってもさまざまな不安や心配につながります。

妊娠・出産・育児期を通した、母子保健の知識の普及や関係機関との連携を通じた

支援により、低出生体重での出生予防や出生後の支援の継続が必要です。

■ 低出生体重児の割合 （単位：出生千対）

（注）出生千対＝出生児 1,000 人に対する低出生体重児の割合。

（年間低出生体重児数÷年間の出生数）×1,000

※釧路根室地域保健情報年報

■ 根室市出生数 （単位：人）

※釧路根室地域保健情報年報

■ 根室市の低出生体重児内訳 （単位：人）

※釧路根室地域保健情報年報

区 分 平成 19 年 平成 20 年 平成 21 年 平成 22 年 平成 23 年

根 室 市 113.0 122.5 75.9 78.7 124.4

北 海 道 98.4 95.6 91.4 98.0 96.8

全 国 96.5 95.8 96.0 96.2 95.5

区 分 平成 19 年 平成 20 年 平成 21 年 平成 22 年 平成 23 年

出 生 数 239 204 224 178 201

区 分 平成１９年 平成２０年 平成２１年 平成２２年 平成２３年

1000ｇ未満 1 0 0 2 2

1000～

1500ｇ未満
1 0 0 1 1

1500～

2000ｇ未満
5 4 0 1 2

2000～

2500ｇ未満
20 21 17 10 20

合 計 27 25 17 14 25
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(2) 妊婦の喫煙・飲酒の状況

根室市では、女性の喫煙率が高く、妊婦の喫煙率も全道・全国に比べ高い傾向にあ

ります。妊婦・産婦とも 1 割程度が喫煙している状況です。

また、妊婦の飲酒率は減少傾向にあります。

今後も、次世代の健康づくりと健全な育成のため、妊産婦や未成年者の喫煙・飲酒

の害について、知識の普及・啓発に努める必要があります。

妊婦の喫煙率（全道・全国）

※全国：乳幼児身体発育調査報告

※全道：北海道母子保健報告システム

※根室市保健課統計資料

※根室市保健課統計資料（根室市４ヵ月健診） ※根室市保健課統計資料

(3) 乳幼児健診の受診率の状況

４ヵ月児健康診査、７ヵ月児健康相談、１歳６ヵ月児健康診査、３歳児健康診査の

受診率は９５％前後で推移しており、未受診者については、家庭訪問や関係機関と連

携した取り組みにより全ての乳幼児の状況を把握しています。

今後も、乳幼児健診を充実し、各年齢における子どもの成長・発達の確認、注意す

べき病気や障がいの早期発見に努めるとともに、事故防止対策や保護者への育児支援

の推進が必要です。

区 分 全 道 全 国

平成 2 年度 ― 5.6 %

平成 12 年度 ― 10.0 %

平成 22 年度 10.1 % 5.0 %
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(4) 幼児の虫歯、肥満、食習慣の状況

３歳児健診では、虫歯のある子の割合は全道・全国よりかなり高い状態で推移して

おり、減少傾向もみられません。また、肥満の子の割合については、増加傾向にあり

ます。

幼児の食事では、朝食の欠食率は３％前後で推移しています。３食摂取することは、

幼児の成長発達や生活リズムを形成するうえで大切な事であり、欠食率減少への取り

組みが必要です。また、間食については、おやつの時間を決めていない家庭やお風呂

上り（夜）に甘いものを摂取している家庭が半数程度となっており、このような習慣

は、虫歯や肥満につながります。

根室市では、成人の肥満や高血圧・高血糖の有所見者が多くみられ、次世代の健全

な食習慣等の生活習慣の形成が、地域の健康課題の解決にもつながります。

今後も、生活習慣の基礎づくりの推進に努めることが必要です。

※根室市の数値：根室市 3 歳児健診統計 ※根室市 3 歳児健診統計

※全道・全国の数値：釧路根室地域年報

（H24 年度は 3 歳児歯科健康診査実施状況／厚生労働省）

※根室市食育健康教育（保育所・幼稚園）アンケート ※根室市食育健康教育（保育所・幼稚園）アンケート

※根室市食育健康教育（保育所・幼稚園）アンケート ※根室市食育健康教育（保育所・幼稚園）アンケート



15

１ 子育て支援策の現状

平成２５年４月１日現在では常設保育所が５カ所で２８５人が入所、へき地季節保育

所２カ所で３３人が入所、私立幼稚園は平成２５年５月１日現在では３カ所で３０４人

が在籍しており、対象児童数も減少していることから市内において待機児童はありませ

ん。なお、幼児期は人格形成の基礎を培う大切な時期であることから、保育と質の高い

教育の提供や幼・保・小の連携が必要です。

また、子育て相談所とつどいの広場「クルクル」を開設し、子育て親子の交流と育児

に関する相談・情報提供や各種講座などを行っているほか、放課後教室等や小学校1年

生から３年生を対象に留守家庭児童会と登録児童会を開設しています。

母子保健については、妊婦健康診査や乳幼児健診、各種予防接種などを行い、出産期

から切れ目のない支援体制をつくっています。

(1) 教育・保育・地域子育て支援

① 教育・保育施設等の利用状況

※ 公立小中学校の人数については、５月１日現在

第３章 根室市におけるこれまでの取り組み

区 分 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

通常保育（常設）
６カ所

２７９人

６カ所

２７４人

６カ所

２７１人

５カ所

２８５人

へき地保育（季節）
２カ所

２３人

２カ所

２５人

２カ所

３１人

２カ所

３３人

延長保育
０カ所

０人

０カ所

０人

１カ所

885人

１カ所

616人

一時保育
０カ所

０人

１カ所

266人

１カ所

345人

１カ所

277人

子育て相談所

１カ所

１，０１８組

２，３３０人

１カ所

２，０７５組

４，７７０人

１カ所

１，９７０組

４，５４３人

１カ所

１，７９９組

４，１５２人

つどいの広場「クルクル」

１カ所

２，５９０組

５，８３５人

１カ所

２，４７９組

５，４６９人

１カ所

２，４８５組

５，７５４人

１カ所

２，６０８組

５，６７２人

児童デイサービスセンタ

ー ひだまり

１カ所

１，０５４人

１カ所

１，０３９人

１カ所

１，０１８人

１カ所

１，０９２人

放課後児童デイサービス

くれよん(ＮＰＯ法人運営)
― ― ―

１カ所

１５８人

私立幼稚園
3カ所

360人

3カ所

322人

3カ所

326人

3カ所

304人

留守家庭児童会
4カ所

26,478 人

4カ所

29,800人

4カ所

30,474 人

4カ所

30,839人

登録児童会
2カ所

2,475 人

2カ所

3,286人

2カ所

3,818 人

2カ所

6,478人

※ 常設、へき地保育所の人数は、４月１日現在、幼稚園の人数は、５月１日現在

※ その他については、年間の利用者（組）数または実施回数としています。

＜参考＞

区 分 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

公立小学校
12カ所

１，４９８人

12カ所

１，４７８人

12カ所

１，４７０人

12カ所

１，４０２人

公立中学校
７カ所

８４１人

7カ所

８２９人

7カ所

７５９人

7カ所

７４３人
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② 支援事業等の状況

＜子育てガイトブック＞

区 分 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

こども医療費の助成
17,119 件

34,314千円

21,514件

44,409 千円

26,660 件

52,227千円

26,651件

53,844千円

ブックスタート事業
12回

169組

12回

198組

12回

195組

12回

187組

乳児家庭全戸訪問事業 ― １５５件 １６７件 １９７件

親子で遊ぶ「ふれあいル

ーム」

470組

985人

637組

1,295人

723組

1,483 人

955組

2,018人

育児相談

（子育て相談所）
244件 230件 192件 136件

育児相談

（クルクル）
119件 302件 188件 239件

育児相談

（７か月児健康相談）

176組

359人

186組

381人

200組

402人

187組

377人

あそびの広場
193組

422人

359組

808人

220組

490人

214組

460人

子育てサークル支援

（運動会・交流会）

81組

174人

100組

225人

48組

110人

60組

135人

子育てサークル支援

（活動活性化）
―

641組

1,363人

632組

1,434 人

264組

580人

親子支援

（いっしょに遊ぼう）

72組

151人

88組

187人

104組

222人

95組

210人

親子支援

（お父さんとあそぼう）

12組

38人

10組

32人

10組

29人

6組

16人

親子支援

（親子であそぼう

／落石・厚床）

14組

34人

18組

48人

13組

33人

13組

35人

保育所開放事業 ―
36組

91人

20組

46人

5組

10人

子育て講座（クルクル）

12回

133組

275人

12回

122組

242人

12回

155組

341人

12回

178組

357人

～楽しい子育てを応援します～

子育てに関する色々な情報を掲載しています。

＊ 子育てカレンダー

＊ 妊婦さん、赤ちゃんの手続きや検診、相談窓口

＊ 子育て支援施設・各種事業

＊ 放課後教室、児童会館・教室

＊ 子育てマップ（保育所・幼稚園、公園）など

◎ 希望の方は、子育て相談所（24-3482）まで問い合わせください。
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(2) 母子保健事業の状況

区 分 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

妊娠届出状況（件） 221 198 212 201

分娩入院に伴う交通費助成（件） 129 133 118 147

妊婦健康診査（14枚）

超音波検査（6枚）
受診延数

2,177

815

2,378

744

2,120

1,073

2,339

1,182

パパママ学級

対象数

受講数

父親参加数

87

40

26

102

45

32

74

28

22

83

30

29

新ママ交流会
対象数

参加数

28

21

44

26

31

10

29

15

４ヵ月児健康診査

対象数

受診数

受診率

174

167

96.0

218

211

96.8

188

181

96.3

202

192

95.0

７ヵ月児健康相談

対象数

受相数

受相率

172

168

97.7

207

200

96.6

206

195

94.7

196

187

95.4

１歳６ヶ月児健康診査

対象数

受診数

受診率

210

207

98.6

170

163

95.9

188

181

96.3

201

197

98.0

3 歳児健康診査

対象数

受診数

受診率

233

225

96.6

205

196

95.6

208

196

94.2

184

174

94.6

乳幼児発達健診
実受診数

延受診数

24

33

22

37

13

31

19

29

離乳食教室
対象数

参加数

73

52

90

60

69

36

79

49

幼児フッ素塗布

（１歳6ヵ月児）

施設数

塗布者数

11

71

11

85

11

84

11

82

幼児フッ素塗布

（２歳児）

施設数

塗布者数

11

71

11

62

11

47

11

65

食

育

健

康

教

育

保育所・幼稚園等で

のペープサート劇
実施回数 13 11 11 10

年長児対象の講座 実施回数 4 4 4 3

小学校等での講座 実施回数 １ １ ３ ３

庁舎内相談・電話相談
庁舎内相談数

電話相談数

342

32

346

57

362

32

390

59

訪

問

指

導

妊婦

産婦

新生児及び乳児

幼児

延人数

延人数

延人数

延人数

9

143

163

107

8

171

197

85

10

177

191

115

4

214

255

47
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２ 根室市次世代育成支援対策行動計画（後期行動計画）の取り組みと評価

根室市次世代育成支援対策行動計画（後期行動計画）は、基本理念に基づく「子ども

への支援の視点」など４点の基本的な視点及び「地域における子育て支援」など７項目

の施策の目標を定め、次にその実施に向けて２２項目の実施施策、さらには、具体的な

１０９項目の個別事業を設け、取り組みを推進してきました。

その取り組み状況と成果については、各担当課により評価を行い、以下のとおりとな

っています。

平成２５年度の成果評価は、AからDの４段階評価で、A「成果があがっている」は

５２．３％、B「概ね成果があがっている」は４０．４％、C「成果があまりあがってい

ない」は６．４％、D「成果があがっていない」０．９％となっています。

なお、評価ではA及びBに該当する項目が９２．７％を占めており、事業全体では概

ね成果があがっていると考えられます。

■ 年度別根室市次世代育成支援対策行動計画（後期行動計画）担当課成果評価 （単位：項目）

0

10

20

30

40

50

60

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

A：成果があがっている

B：概ね成果があがっている

C：成果があまりあがっていない

D：成果があがっていない

評 価 ／ 年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

A：成果があがっている 40 35.4% 48 42.9% 53 48.6% 57 52.3%

B：概ね成果があがっている 49 43.4% 50 44.6% 46 42.2% 44 40.4%

小 計 89 78.8% 98 87.5% 99 90.8% 101 92.7%

C：成果があまりあがってい

ない
15 13.2% 8 7.1% 7 6.4% 7 6.4%

D：成果があがっていない 9 8.0% 6 5.4% 3 2.8% 1 0.9%

計 113 100% 112 100% 109 100% 109 100%

(項目)
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■平成２５年度 根室市次世代育成支援対策行動計画（後期行動計画）の取り組み状況と成果

施策の目標 実施施策 推進事業

成 果

A B C D

あがって

いる

概ねあが

っている

あまりあ

がってい

ない

あがってい

ない

１章

地域における子育て

支援

１節 子育て支援サービスの充実 5 5

２節 保育サービスの充実 5 4 1

３節 子育て支援ネットワークづくり 4 2 2

４節 児童の健全育成 7 1 6

小 計 21 12 9 0 0

２章

母親と子どもの健康

の確保・増進

１節 子どもや母親の健康確保 12 5 6 1

２節 食育の推進 7 7

３節 思春期保健対策の充実 3 1 2

４節 小児医療の充実 3 3

小 計 25 8 14 2 1

３章

子どもの健やかな成

長に役立つ教育環境

の整備

１節 次代の親の育成 3 1 2

２節 子どもの育成に向けた学校教育

環境等の整備
15 11 4

３節 家庭や地域の教育力の向上 8 8

４節 子どもを取り巻く有害環境対策

の推進
2 1 1

小 計 28 13 15 0 0

４章

子育てを支援する生

活環境の整備

１節 良質な住宅の確保及び良好な居

住環境の確保
1 1

２節 安全な道路交通環境の整備及び

安心して外出できる環境整備
1 1

３節 安全・安心まちづくりの推進 5 3 2

小 計 7 5 2 0 0

５章

職業生活との両立の

推進

1節 多様な働き方の実現及び男性を

含めた働き方の見直し
3 3

2節 仕事と子育ての両立の推進 1 1

小 計 4 1 0 3 0

６章

子ども等の安全の確

保

１節 子どもの交通安全を確保するた

めの活動の推進
6 6

２節 子どもを犯罪などの被害から守

るための活動の推進
2 2

小 計 8 8 0 0 0

７章

支援を必要とする児

への取り組みの推進

１節 児童虐待防止対策の充実 4 3 1

２節 母子家庭等の自立支援の推進 3 3

３節 障がい児施策の充実 9 4 3 2

小 計 16 10 4 2 0

合 計 109 57 44 7 1
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根室市子ども・子育て支援事業計画は、急速な少子化の進行や家庭と地域を取り巻く環

境の変化などに対応した子育て支援を行い、一人一人の子どもが健やかに成長することが

できる社会の実現のため、子ども・子育て関連３法の趣旨に基づき子育て支援を推進する。

１ 基本理念

「豊かな自然とあたたかい地域に見守られ、親と子が健やかで心豊かに育つまち」

２ 基本的な視点

(1) 子どもへの支援の視点

子どもは、将来にあらゆる可能性を秘め、次代を担う宝であるという認識のもと、

家庭や地域など社会全体で子どもの幸せを第一に考え、子どもたちが健やかで安心し

て過ごせる環境づくりを推進し、子どもたちの権利が最大限に尊重される社会を目指

します。

(2) 家庭への支援の視点

核家族化等による子育てに対する孤独感や、閉塞感がもたらす児童虐待等の問題を

踏まえ、広くすべての子どもと家庭への支援という観点から、家庭における子育てへ

の不安や負担感の軽減を図る取り組みを推進し、子育てを通じた親育ちを応援します。

(3) 地域からの支援の視点

子育ての基本は家庭にあるという認識のもと、地域社会の重要な一員である子ども

を心身ともに健やかに育むことが大切です。

このため、家庭だけでなく子供にかかわる関係者・地域・企業・行政などが連携し、

子育てのために一体となって、それぞれの役割を果たしていく環境づくりを推進しま

す。

第４章 計画の基本理念と基本的な視点



(2) 保育サービスの充実

(1) 子育て支援サービスの充実

1

(4) 放課後教室等の児童の健全育成

(5) 少子化の動向に伴う保育所の適正配置

(6) 安心して子育てができる環境の整備

2

3

(1) 児童虐待防止対策の充実

(3) 障がい児施策の充実

基本
理念

基本的な視点 施策の目標 実　施　施　策

地域における子
育て支援

(3) 子育て支援ネットワークの充実

子どもへの
支援の視点

(1) 妊娠・出産・育児期における母子保健対策の充実
母親と子ども
の健康の確保
・推進

(2) 次世代の健康づくりに向けた支援の推進

 家庭への支援
 の視点

(1) 男女共同参画での取り組み
職業生活と家庭
生活との両立の
推進

(2) 仕事と子育ての両立の推進

地域からの
支援の視点

４

支援を必要とす
る児童への取り
組みの推進

(2) ひとり親家庭等の自立支援の推進
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施策の目標１ 地域における子育て支援

安心して子育てができ、次代を担う子どもが健やかにのびのびと育つよう、保育や子育

て支援サービスの充実と子育て世帯への経済的負担の軽減など、より良い子育ての環境づ

くりを推進します。

【実施施策】

(1) 子育て支援サービスの充実

第５章 施策の目標

№ 施 策 内 容 担 当

1 子育て相談所の

充実

子育てに関する様々な相談への対応と各

種の子育て講座、親子で参加できる行事や子

育てガイドブックによる情報提供など、子育

て支援の充実を図ります。

こども子育て課

２ 地域の子育て支

援の充実

子育て親子の交流、集いの場所の提供や各

種講習会、関連情報の提供など、つどいの広

場「クルクル」の利用促進等をはじめ、地域

の子育てに関わる各種支援事業の検討と充

実を図ります。

こども子育て課

保健課

公民館

３ 子育てサークル

の支援の推進

子育てサークル活動の場所の提供やリー

ダー育成と関連事業への参加促進、情報提供

などを図り支援を推進します。

こども子育て課

４ こんにちは赤ち

ゃん事業（乳児家

庭全戸訪問事業）

の充実

生後４ヶ月までの乳児のいる家庭を訪問

する「こんにちは赤ちゃん事業」（乳児家庭

全戸訪問事業）を通じて、保護者の育児不安

への対応や、子育てに関する情報提供等を行

っています。

今後においても、訪問家庭に対しきめ細か

く対応し充実を図ります。

こども子育て課

保健課

５ 子育て世帯の経

済的負担の軽減

多子世帯の保育料や学校給食費・幼稚園就

園奨励費補助や、また、義務教育における就

学援助など、経済的負担の軽減を図ります。

また、子育て世帯での紙おむつの無料収集

を継続し、費用負担の軽減を図ります。

こども子育て課

教育総務課

市民環境課

６ 各種子育て支援

事業の検討

子育て援助活動支援事業（ファミリーサポ

ートセンター事業）、病児病後児保育等につ

いて、今後もニーズ把握に努め検討します。

こども子育て課

総合政策室
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(2) 保育サービスの充実

№ 施 策 内 容 担 当

1 保育の資質向上 保育の対応として、アレルギーや障がいの

ある児童などの対応が増えてきており、多様

化するニーズへの対応と、良質な保育の提供

のため、各種研修への参加等、職員の資質向

上に努めます。

こども子育て課

2 延長保育の充実 保護者の就労形態の多様化に対応するた

め、民間保育園と協調して延長保育を継続す

るとともに、今後も利用者のニーズ把握に努

め、市立保育所での実施の検討等、充実を図

ります。

こども子育て課

3 一時保育の充実 保護者の一時的な保育に対応する一時保

育については、市立まつもと保育所で実施し

ており、今後も利用者のニーズ把握に努め、

他の保育所での実施の検討等、充実を図りま

す。

こども子育て課

4 保育所利用家庭

への支援の充実

保育所を利用する障がいのある子どもな

ど、支援が必要な家庭への対応のため、育ち

と学びの相談室「りんくす」等、関係機関と

連携し対応の充実を図ります。

こども子育て課

社会福祉課

教育総務課

5 障がい児保育の

充実

障がい児保育は、市立保育所及び民間保育

園で取り組んでいますが、今後も職員の専門

研修の受講や関係機関との連携を強化し、充

実を図ります。

こども子育て課

社会福祉課

6 保育サービスの

検討と施設環境

の充実

休日・夜間保育など、保育ニーズに対応し

た新たなサービスの検討を進めるとともに、

保育施設の積極的な整備に努め保育環境の

充実を図ります。

こども子育て課

７ 新制度における

保育ニーズへの

対応

産前・産後休暇や育児休業終了後における

保育など、新制度における保育が必要とされ

る事由に対し、情報提供や相談などを行い、

保育サービスが円滑に利用できるよう対応

に努めます。

こども子育て課

８ 教育・保育の一体

的提供と連携

民間幼稚園等の認定こども園への移行な

ど、運営法人の意向に基づき、連携して取り

組みを進めると共に、教育・保育提供や地域

型保育事業を促進するため、幼稚園、保育園

等への情報提供や利用者ニーズの把握など、

新制度を推進します。

こども子育て課
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(3) 子育て支援ネットワークの充実

(4) 放課後教室等の児童の健全育成

(5) 少子化の動向に伴う保育所の適正配置

(６) 安心して子育てができる環境の整備

№ 施 策 内 容 担 当

1 子育て支援ネッ

トワークの充実

教育・保育、地域子育て支援に関わる機

関・団体が、支援の必要な家庭への早期相談

など迅速な対応に努めると共に、関係機関や

団体間での課題の把握と情報提供・共有など

を行い、相談・支援体制の充実を図ります。

総合政策室

こども子育て課

社会福祉課

保健課

教育総務課

社会教育課

№ 施 策 内 容 担 当

1 留守家庭児童会や

登録児童会の充実

保護者の就労や疾病、介護等により昼間家

庭での養育を受けることができない子どもた

ちの健全育成のため、放課後等に適切な遊び

や生活の場などの充実を図ります。

社会教育課

2 放課後教室等や児

童教室の充実

全ての児童を対象として、安心・安全な子ど

もの居場所づくりや、地域の方々の参加協力を

得て、様々な体験活動や交流活動等、取り組み

の充実を図ります。

社会教育課

№ 施 策 内 容 担 当

1 保育所の適正配

置等の検討

今後の少子化の動向に対応した、適正な配

置について、公設、民設を問わず老朽化する

施設への対応等、総合的に検討する必要があ

り、市全体の保育環境の充実を目指し、民間

保育園と協調・協力し保育施設の適正配置に

ついて取り組みを進めます。

また、へき地季節保育所について、開所期

間等も含めた保育所のあり方を検討します。

こども子育て課

№ 施 策 内 容 担 当

1 子育でがしやす

い環境の充実

妊産婦や子育て世代などの方々が安心し

て外出できる環境を整備するほか、公園等の

遊具の更新や屋内における遊び場の検討な

ど屋内外で安心して遊ぶことができる環境

の充実を図ります。

総合政策室

こども子育て課

都市整備課
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施策の目標２ 母親と子どもの健康の確保・推進

母子保健は、生涯を通じた健康の出発点です。妊娠・出産・子育てが安全で快適にでき

るよう継続的な相談・指導体制の充実など、母子保健対策を推進するとともに、安心して

子どもを生み、子どもたちが健康で暮らせる環境づくりに努めます。

また、関係機関との連携による次世代の健康づくりの推進に努めます。

【実施施策】

(1) 妊娠・出産・育児期における母子保健対策の充実

№ 施 策 内 容 担 当

１ 母子健康手帳及び

妊婦一般健康診査

受診票等の交付

妊娠届出のあった妊婦に、母子健康手帳及

び妊婦一般健康診査受診票・超音波検査受診

票を交付し、妊婦の健康保持・増進に努めま

す。

保健課

2 パパママ学級、新

ママ交流会の実施

パパママ学級において、妊娠・分娩・育児

に対する不安の解消や、正しい知識の普及に

取り組みます。また、パパママ学級の同窓生

や現受講生との交流事業の充実に努めます。

保健課

公民館

3 母子保健相談及び

訪問指導の実施

保健師、栄養士などによる、妊娠・育児中

の様々な相談に応じ、不安の解消に努めます。

また、必要に応じた妊産婦・新生児・乳幼児・

未熟児などへの訪問指導を行います。

保健課

こども子育て課

4 乳幼児健康診査等

の実施

4ヵ月児健康診査、7ヵ月児健康相談、１歳

６ヵ月児健康診査、３歳児健康診査を実施し、

疾病や心身障害の早期発見に努めるととも

に、育児知識の普及や育児支援を推進します。

また、乳幼児発達健診を実施し、関係機関と

の連携等による、早期療育の推進に努めます。

保健課

5 妊婦・乳幼児の栄

養指導の実施

栄養指導は、母体や胎児、乳幼児期の健康

と食習慣形成の上で重要です。パパママ学級、

乳幼児健診、離乳食教室、各種相談等を通じ

て、個人の状況に応じた指導の充実に努めま

す。

保健課

6 幼児歯科健診、フ

ッ素塗布等の実施

幼児歯科健診等を通じ、親と子の歯の健康

や、むし歯予防の啓発に努めます。また、フ

ッ素塗布を受けやすい環境づくりを推進し、

関係団体・関係機関との連携による、フッ素・

フッ化物の効果についての情報提供など、 新

たなむし歯予防対策を検討します。

保健課

こども子育て課

教育総務課
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(2) 次世代の健康づくりに向けた支援の推進

№ 施 策 内 容 担 当

７ 予防接種の実施 乳幼児の感染症予防のために予防接種を実

施し、適切な接種の重要性について、指導・

啓発に努めます。また、先天性風しん症候群

を防ぐため、大人の風しん予防接種費用の一

部を助成します。

保健課

８ こども医療費助成

の推進

乳幼児をはじめ子どもの健康保持・増進を

図るため、医療費助成を実施し、子育て世帯

の負担軽減を図ります。

保健課

９ 特定不妊治療費助

成等の実施

不妊治療などに伴う経済的負担の軽減を図

るため、治療費のほか交通費・宿泊費の一部

を助成し、子どもを生み育てるための支援充

実に努めます。

保健課

10 出産支援事業の実

施

市内で出産ができないことによる措置とし

て、市外医療機関での出産に伴う経済的負担

の軽減を図るなど、安心して出産ができる環

境づくりに努めます。

保健課

№ 施 策 内 容 担 当

1 次世代の健康づく

りの推進

次世代の健全な生活習慣形成のため関係機

関と連携し、食育健康教育や歯科保健、喫煙

や飲酒防止等の知識の普及を推進し、生活習

慣の基礎づくりに努めます。

保健課

こども子育て課

教育総務課

2 給食による食育教

育の実施

児童生徒に対して食育教育を行い、食を選

択する力を育みます。

教育総務課

3 性の正しい知識の

普及や喫煙・薬物

乱用防止などの健

康教育の推進

義務教育における児童生徒の心身の発達

等、健康で安全な生活を送るための基礎を育

成するため、喫煙・薬物乱用防止教育を、保

健や道徳などの時間で、警察などの関係機関

と連携して実施するとともに、保護者への啓

発に努めます。

教育総務課



27

施策の目標３ 職業生活と家庭生活との両立の推進

子育て家庭が働きながら安心して子育てができるよう、事業者・家庭・地域などのさま

ざまな分野が連携して支援するとともに、ワーク・ライフ・バランスの推進を図ります。

【実施施策】

(1) 男女共同参画での取り組み

(2) 仕事と子育ての両立の推進

№ 施 策 内 容 担 当

1 男女共同参画の意

識啓発

男女の性別による固定的な役割分担の意

識を見直し、男女共同参画の意識の浸透及

び、男性の育児等の積極的な参画を図るた

め学習機会や啓発に努めます。

総合政策室

商工観光課

社会教育課

公民館

2 キャリア教育の充

実

義務教育における職業観・勤労観及び職

業に関する知識や技能を身に付けさせると

ともに、自己の個性を理解し、主体的に進

路を選択する能力・態度を育てる教育を行

うため、関係機関と連携しキャリア教育の

充実を図ります。

教育総務課

3 ワーク・ライフ・

バランスの考え方

の啓発

男女ともに仕事と、家庭生活・地域生活

などの調和がとれた生活が実現できるよ

う、ワーク・ライフ・バランスの考え方の

啓発に努めます。

総合政策室

商工観光課

№ 施 策 内 容 担 当

１ 女性の就労促進と

就労環境の改善促

進

女性の就労促進に向けた知識や技能・資

格の取得を支援するとともに、事業主や労

働者に対し、育児サービスや介護休業法の

情報を提供するなど、就労環境の改善を促

進します。

商工観光課

総合政策室
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施策の目標４ 支援を必要とする児童への取り組みの推進

子どもが健やかに成長できるように、児童虐待防止対策の充実、ひとり親家庭等の自

立支援、障がい児施策の充実などを図り、関係機関と連携し支援を必要とする児童及び

家庭が安心して生活できる環境づくりを推進します。

【実施施策】

(1) 児童虐待防止対策の充実

(2) ひとり親家庭等の自立支援の推進

(3) 障がい児施策の充実

№ 施 策 内 容 担 当

1 児童の健全な育成

環境の推進

保育所や幼稚園、学校、地域と連携・協力

し、児童虐待の早期発見に努めるとともに、

児童相談所、警察等の関係機関と市（福祉・

保健・教育部門）が緊密に連携し、児童虐待

の予防・未然防止を図り、児童の健全な育成

環境の構築と保護者への支援を推進します。

こども子育て課

児童相談室

社会福祉課

保健課

教育総務課

社会教育課

２ 養育支援訪問事業

の検討

養育支援訪問事業の実施は、現在ありませ

んが、以前より育児ストレス、産後うつなど

の支援が必要な家庭に対して、保健師が訪問

し指導助言を行っているところであり、今後、

ニーズの動向により事業化を検討します。

こども子育て課

保健課

№ 施 策 内 容 担 当

１ 経済的助成及び自

立支援の推進

ひとり親等における児童扶養手当の支給や

医療費助成、また、就労に向けた訓練給付金

の支給など、経済的負担の軽減を図るととも

に、家庭相談員を配置し、世帯の困りごとや

悩みに対する助言を行い、不安を解消するな

ど、対象世帯への支援を推進します。

こども子育て課

児童相談室

№ 施 策 内 容 担 当

１ 障がい児と家族へ

の相談支援の充実

障がいを持つ児童が安心して社会参加や日

常生活を営むことができるよう、各種制度の

利用促進や相談支援の充実に努めます。

また、必要に応じて臨床心理士や言語聴覚

士、作業療法士などの専門職による指導・助

言などを行い、児童と家庭の福祉の向上を推

進します。

こども子育て課

社会福祉課



29

№ 施 策 内 容 担 当

２ 特別支援教育の充

実

保健・福祉・教育が連携し、個々のニーズ

に応じた、早期から一貫した支援を行うため

「根室市個別の教育支援計画」の普及促進を

図ります。

教育総務課

こども子育て課

社会福祉課

保健課

３ 子育て相談所にお

ける家庭への支援

子育て相談所と関係機関・団体等が連携強

化を図り、支援の必要な家庭における様々な

ケースへの適切なコーディネイトを行うな

ど、障がいを持つ児童の家庭への支援を図り

ます。

こども子育て課
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必須記載事項（法第61条第2項第1号2号 3号）

１ 教育・保育提供区域の設定

子ども・子育て支援法では、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件など総

合的に勘案して「教育・保育提供区域」を設定することとされています。

根室市には、教育・保育を提供する施設として、市立常設保育所４ヵ所、私立保育園

１ヵ所、市立へき地季節保育所２ヵ所、私立幼稚園が３ヵ所のほか、子育て相談所など

があり、利用者の居住地区に関係なく希望や選択を行ない、施設を利用している状況と

なっています。

教育・保育提供区域については、施設などの利用に関し保護者の居住場所や送迎経路

など、その事情に応じた柔軟な対応が求められることから、根室市全体をひとつの区域

として設定します。

２ 量の見込みと確保方策

子ども・子育て支援法では、市町村が策定する子ども・子育て支援事業計画に、特

定教育・保育、特定地域型保育事業、地域子ども・子育て支援事業について、量の見込

みと確保方策を盛り込むことが義務付けられています。

根室市における、各事業の量の見込みと確保方策については、以下のとおりです。

(1) 特定教育・保育、特定地域型保育事業

【量の見込み】 （単位：人）

第６章 子ども・子育て支援法の規定による記載事項

区 分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

１号認定 307 280 280 268 254

２号認定 236 250 250 241 231

３号認定
(１・２歳) 106 102 98 94 91

(０歳) 29 28 27 26 25

①量の見込み合計 678 660 655 629 601
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【確保の内容】 （単位：人）

【不足数（①－②）】 （単位：人）

区 分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

特
定
教
育
・
保
育
施
設

認
定
こ
ど
も
園

1号認定 90 90 90 90

2号認定 30 30 30 30

3号認定
(１・２歳)

(０歳)

幼稚園（１号認定） 120 120 195 195

保
育
所

２号認定 251 251 271 271 271

３号認定
(１・２歳) 108 108 121 121 121

(０歳) 31 31 28 28 28

制度移行しない幼稚園（私学助成） 405 75 75

特
定
地
域
型
保
育
事
業

小規模

保育

３
号
認
定

(１・２歳)

(０歳)

家庭的

保育

(１・２歳)

(０歳)

居宅訪問

型保育

(１・２歳)

(０歳)

事業所内

保育

(１・２歳)

(０歳)

保
育
施
設

認

可

外

2号認定 80 80 80 60 60

3号認定
(１・２歳) 25 20 20 20 20

(０歳) 25 20 20 20 20

②
確
保
の
内
容
合
計

1号認定 405 285 285 285 285

2号認定 331 361 381 361 361

3号認定
(１・２歳) 133 128 141 141 141

(０歳) 56 51 48 48 48

合 計 925 825 855 835 835

区 分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

不
足
数

1号認定 -98 -5 -5 -17 -31

2号認定 -95 -131 -131 -120 -130

3号認定
(１・２歳) -27 -26 -43 -47 -50

(０歳) -27 -23 -21 -22 -23

合 計 -247 -165 -200 -206 -234
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【確保方策】

(2) 地域子ども・子育て支援事業

■ 利用者支援事業 （単位：カ所）

■ 地域子育て支援拠点事業（子育て相談所・つどいの広場） （単位：人）

計画期間中の量の見込みは、各私立幼稚園の定員数、市内保育施設の受入定員及び認可外保育施設

の受入定員で、確保が可能です。

＜１号認定＞

幼児期の教育を必要とする子ども（満３歳以上児の幼稚園または認定こども園の幼稚園機能を利用）

（量の見込みは、３～５歳人口推計から幼稚園入園者数を推計）

＜２号認定＞

幼児期の保育を必要とする子ども（満３歳以上児の保育所または認定こども園の保育機能を利用）

（量の見込みは、３～５歳人口推計から保育所入所者数を推計）

＜３号認定＞

幼児期の保育を必要とする子ども（満３歳未満児の保育所または認定子ども園の保育機能の利用）

（量の見込みは、０～２歳人口推計から、保育所入所者数を推計）

区 分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

① 量の見込み 2 2 2 2 2

② 確 保 内 容 2 2 2 2 2

不足数（① － ②） 0 0 0 0 0

確 保 方 策 保護者の相談や情報提供、保育所（園）の入所に関しては、子育て相談所

と市こども子育て課の２ヵ所で対応しています。

利用者支援事業としての実施予定はありませんが、今後、ニーズ把握に努

め検討するものです。

区 分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

① 量の見込み（月・延） 417 402 396 379 364

② 確 保 内 容（月・延） 485 485 485 485 485

不足数（① － ②） -68 -83 -89 -106 -121

確 保 方 策 計画期間中の量の見込みは、地域子育て支援拠点事業（子育て相談所ぶら

んこ、つどいの広場クルクル）で対応（確保）が可能です。

（量の見込みは、０～５歳の人口推計から、利用者数を推計）
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■ 妊婦健康診査事業 （単位：人・回）

■ 乳児家庭全戸訪問事業 （単位：人）

■ 養育支援訪問事業 （単位：人）

■ 子育て短期支援事業 （単位：人）

区 分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

①

量
の
見
込
み

人 数 174 166 162 154 149

健 診 回 数 2,436 2,324 2,268 2,156 2,086

②

確
保
内
容

人 数 174 166 162 154 149

健 診 回 数 2,436 2,324 2,268 2,156 2,086

不足数（① － ②） 0 0 0 0 0

確 保 方 策 計画期間中の量の見込みに対し、対応（確保）が可能です。

（量の見込みは、０歳人口推計値を用い推計）

区 分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

① 量の見込み 174 166 162 154 149

② 確 保 内 容 174 166 162 154 149

不足数（① － ②） 0 0 0 0 0

確 保 方 策 計画期間中の量の見込みに対し、対応（確保）が可能です。

（量の見込みは、０歳人口推計値を用い推計）

区 分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

① 量の見込み 0 0 0 0 0

② 確 保 内 容 0 0 0 0 0

不足数（① － ②） 0 0 0 0 0

確 保 方 策 養育支援訪問事業の実施はありませんが、育児ストレス、産後うつなどの

支援が必要な家庭に対して、保健師が訪問し指導助言を行っているところで

あり、今後、ニーズの把握に努め事業化を検討する。

区 分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

① 量の見込み 0 0 0 0 0

② 確 保 内 容 0 0 0 0 0

不足数（① － ②） 0 0 0 0 0

確 保 方 策 子育て短期支援事業の実施はありませんが、今後、ニーズの把握に努め検

討を進める。
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■ ファミリー・サポート・センター事業（子育て援助活動支援事業） （単位：人）

■ 幼稚園（私学助成）の預かり保育 （単位：人）

■ 一時預かり事業（認可保育所の一時保育事業） （単位：人）

■ 時間外保育事業（認可保育所の延長保育事業） （単位：人）

区 分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

① 量の見込み 0 0 0 0 0

② 確 保 内 容 0 0 0 0 0

不足数（① － ②） 0 0 0 0 0

確 保 方 策 ファミリー・サポート・センター事業の実施はありませんが、今後、ニー

ズの把握に努め検討を進める。

区 分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

① 量の見込み（年・延） 15,261 14,867 14,923 14,303 13,628

② 確 保 内 容（年・延） 17,119 17,119 17,119 17,119 17,119

不足数（① － ②） -1,858 －2,252 -2,196 -2,816 -3,491

確 保 方 策 計画期間中の量の見込みに対し、対応（確保）が可能です。

（量の見込みは、幼稚園児数の推計から利用者数を推計）

区 分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

① 量の見込み（年・延） 104 101 99 95 91

② 確保内容（年・延） 140 140 140 140 140

不足数（① － ②） -36 -39 -41 -45 -49

確 保 方 策 市立まつもと保育所で実施している一時保育です。

計画期間中の量の見込みに対しては、対応（確保）が可能となっておりま

すが、利用者の利便性も考慮し、他の保育所（園）での実施等、内容の充実

について検討をします。

（量の見込みは、０～５歳の人口推計から、利用者数を推計）

区 分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

① 量の見込み（日・実） 10 10 10 10 10

② 確 保 内 容（日・実） 10 10 10 10 10

不足数（① － ②） 0 0 0 0 0

確 保 方 策 しらかば保育園で実施している延長保育です。

計画期間中の量の見込み（一日あたり最大受入人数）に対し、対応が可能

となっております。

市立保育所についても、ニーズの把握に努め検討を進めます。

（量の見込みは、平成２５年度の最大受入人数（１０人／日）で推計）
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■ 病児保育事業 （単位：人）

■ 放課後児童健全育成事業（留守家庭児童会・登録児童会） （単位：人）

区 分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

① 量の見込み（年・延） 0 0 0 0 0

② 確 保 内 容（年・延） 0 0 0 0 0

不足数（① － ②） 0 0 0 0 0

確 保 方 策 病児保育事業の実施はありませんが、今後、ニーズの把握に努め検討を進

める。

区 分 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

①

量
の
見
込
み

低学年（日・実） 265 270 265 268 277

高学年（日・実） 25 40 47 51 50

② 確 保 内 容 300 320 340 340 340

不足数（① － ②） -10 -10 -28 -21 -13

確 保 方 策 放課後児童健全育成事業（留守家庭児童会・登録児童会）は、小学校低学

年の児童を対象（1～3年生）としていましたが、平成27年度から高学年ま

でに対象範囲が拡大（1～6年生）されています。

計画期間中の量の見込みは、留守家庭児童会及び登録児童会の受入定員で

確保が可能です。

今後も登録児童数の動向やニーズの把握に努め、必要に応じ対応を検討し

てまいります。

（量の見込みは、小学校の児童数推計及び学年進行率から推計）
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１ 関係機関等との連携

根室市子ども・子育て支援事業計画は、幼児期の教育・保育、地域の子育て支援事業

の量の見込み、提供体制の確保の内容や、関連する子育て支援施策について掲載いたし

ました。

計画の推進にあたっては、子ども・子育て支援に関する市民ニーズに応えていくため、

関係機関と連携して施策に取り組むとともに、多様化するニーズの把握に努めていきま

す。

２ 計画の達成状況の点検・評価

本計画を実効性のあるものとして推進するためには、計画にもとづく各施策について

達成状況の点検・評価をすることが必要です。

このため、子ども・子育て支援法に基づく「根室市子ども・子育て会議」のご意見や

関係機関、また庁内関係部署などとも連携し、点検・評価するとともに必要に応じ改善

を図るなど、計画の推進に取り組んでまいります。

第７章 計画の推進体制





＜資 料 編＞

○根室市子ども・子育て会議条例

○根室市子ども・子育て会議委員名簿

○根室市子ども・子育て支援事業計画策定の経過
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根 室 市 子 ど も ・ 子 育 て 会 議 条 例

平成25年６月21日条例第27号

（設置）

第１条 子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号。以下「法」という。）第77条第１項

の規定に基づき、根室市子ども・子育て会議（以下「子ども・子育て会議」という。）を置く。

（所掌事務）

第２条 子ども・子育て会議は、法第77条第１項各号に掲げる事務を処理するものとする。

（組織）

第３条 子ども・子育て会議は、委員20人以内をもって組織する。

（委員及び任期等）

第４条 委員は、教育、保育、子ども・子育て支援事業等の関係者の中から市長が委嘱する。

２ 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任

者の残任期間とする。

３ 委員は、再任されることができる。

（会長及び副会長）

第５条 子ども・子育て会議に、会長および副会長各１人を置く。

２ 会長及び副会長は、委員の互選により定める。

３ 会長は、子ども・子育て会議を代表し、会務を総理する。

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。

（会議）

第６条 子ども・子育て会議は会長が招集する。

２ 会長は、子ども・子育て会議の議長となる。

３ 子ども・子育て会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。

４ 子ども・子育て会議の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議

長の決するところによる。

（報酬及び費用弁償）

第７条 子ども・子育て会議の委員には、根室市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁

償に関する条例（昭和33年根室市条例第42号）の定めるところにより報酬及び費用弁償を支

給する。

（委員以外の者の出席）

第８条 子ども・子育て会議は、必要があると認めるときは、子ども・子育て会議に委員以外の

者の出席を求め、その意見または説明を聴くことができる。

（部会）

第９条 子ども・子育て会議は、必要があると認めるときは、部会を置くことができる。

（庶務）

第10条 子ども・子育て会議の庶務は、総合政策部において処理する。

（補則）

第11条 この条例に定めるもののほか、子ども・子育て会議の運営について必要な事項は、会

長が子ども・子育て会議に諮って定める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

附 則（平成27年３月18日条例第４号）

この条例は、平成27年４月１日から施行する。

附 則（平成30年６月22日条例第24号）

この条例は、公布の日から施行し、改定後の根室市子ども・子育て会議条例の規定は平成３０

年４月１日から適用する。

附 則（令和元年６月2１日条例第５号）

この条例は、公布の日から施行し、改正後の根室市子ども・子育て会議条例の規定は、平成31

年４月１日から適用する。
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根室市子ども・子育て会議委員名簿

【平成27年3月 19日現在（計画策定時）】

役 職 氏 名 所 属 団 体 等 分 野

会 長 山 谷 良 雄 根室市小中学校校長会 厚床中学校校長 教育

副会長 宇 井 三喜子 特定非営利活動法人あいの手 副理事長
子ども子育て

支援事業

委員 遠 藤 優 子 根室市町会連合会 常任理事 地域

委員 木 根 要
根室市民生委員児童委員協議会 主任児童

委員

社会福祉

（児童福祉）

委員 桑 野 純
歯舞地区保育センターみさき保育園父母

の会 副会長
保育

委員 佐 藤 隆 根室つくし幼稚園父母の会 会長 教育

委員 塩 原 加津子 社会福祉法人しらかば保育園 園長 保育

委員 柴 田 さおり ビーンズ（子育てサークル）代表 教育・保育

委員 下 茂 眞由美 根室市保健推進員 健康推進

委員 東 峰 雅 幸 根室市立まつもと保育所父母の会 会長 保育

委員 中 下 弘 根室商工会議所事務局長 企業

委員 能 村 英 子
根室市放課後子どもプラン運営委員会

委員長
放課後児童

委員 濵 田 昭 吾
根室市児童デイサービスセンター事業所

長

子ども子育て

支援事業

委員 濵 屋 正 一 根室市青少年健全育成市民会議 会長 青少年育成

委員 平 賀 ひさ子 学校法人堀内学園睦の園幼稚園 園長 教育

委員 三ツ木 正 己 根室市ＰTＡ連合会 会長 教育



39

根室市子ども・子育て支援事業計画策定の経過

実 施 月 日 実 施 内 容

平成２６年 １月１６日

第１回根室市子ども・子育て会議

＊正副会長選任、会議設置の趣旨、支援事業計画の概要、

今後スケジュール、子育て支援アンケートなど

平成２６年 １月２２日～

平成２６年 ３月１４日

根室市子ども・子育て支援アンケート実施

＊未就学児童と小学生の全家庭を対象にアンケート調

査

平成２６年 ４月 １日～

平成２６年１０月１０日
アンケート集計・分析

平成２６年１０月１４日 計画（たたき台）の作成・検討を開始

平成２６年１０月３１日 アンケート調査集計報告書の作成

平成２６年１２月 ２日
画策定の庁内関係部局会議

＊計画策定の概要・骨子（案）説明など

平成２６年１２月 ４日 庁内関係部局との調整・協議（１回目）

平成２６年１２月 ８日

第２回根室市子ども・子育て会議

＊子育てアンケート結果、計画骨子（案）、新制度の概要、

条例制定・改正に関する説明など

平成２６年１２月１２日 庁内関係部局との調整・協議（２回目）

平成２７年 １月１４日 庁内関係部局との調整・協議（３回目）

平成２７年 ２月１０日
第3回根室市子ども・子育て会議

＊計画（素案）の説明と意見聴取など

平成２７年 2月１２日～

平成２７年 ３月１３日
計画（素案）パブリックコメント実施

平成２７年 ３月19日

第４回根室市子ども・子育て会議

＊パブリックコメントの結果、計画（案）の最終意見聴

取

平成２７年 ３月19日 根室市子ども・子育て支援事業計画完成



根室市子ども・子育て支援事業計画（沿革）

平成２７年３月 発行

平成２７年６月 一部修正

〇組織機構改正に伴う担当課名の改正

平成２８年１月 一部修正

〇特定教育・保育施設の利用定員の変更に伴う「量の見込みと

確保の内容」の改正

平成２８年６月 一部修正

〇特定教育・保育施設の利用定員の変更に伴う「確保の内容」の

改正

平成３０年２月 一部修正

〇特定教育・保育施設及び認可外保育施設の利用定員の変更に

伴う「確保の内容」の修正

〇施策の目標１「地域における子育て支援」の実施施策の追加に

伴う改正

平成３０年６月 一部修正

〇組織機構の見直しに伴う担当課名の改正

令和元年１１月 一部修正

〇組織機構の見直しに伴う担当課名の改正

根室市子ども・子育て支援事業計画

平成２７年３月発行

発 行 根室市市民福祉部社会福祉課

（現：市民福祉部こども子育て課）

編 集 根室市総合政策部総合政策室

根室市常盤町２丁目２７番地

電 話 ０１５３－２３－６１１１

ｆａｘ ０１５３－２４－８６９２


